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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等を含めておりません。  

３．第41期第２四半期連結会計期間、第42期第２四半期連結会計期間及び第42期第２四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期

第２四半期連結
累計期間 

第42期
第２四半期連結

累計期間 

第41期
第２四半期連結

会計期間 

第42期 
第２四半期連結 

会計期間 
第41期

会計期間 

自平成21年
５月１日 

至平成21年 
10月31日 

自平成22年
５月１日 

至平成22年 
10月31日 

自平成21年
８月１日 

至平成21年 
10月31日 

自平成22年 
８月１日 

至平成22年 
10月31日 

自平成21年
５月１日 

至平成22年 
４月30日 

売上高（千円）  59,740,895  61,840,968  29,737,930  31,049,822  125,495,820

経常利益（千円）  2,762,596  3,469,882  1,390,987  1,889,821  6,362,477

四半期（当期）純利益（千円）  1,349,117  1,697,291  683,937  982,480  3,131,216

純資産額（千円） － －  19,655,605  27,230,994  21,492,051

総資産額（千円） － －  65,360,753  72,061,753  65,898,850

１株当たり純資産額（円） － －  1,391.01  1,705.14  1,520.81

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 101.01  115.47  49.41  64.22  228.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 100.88  －  －  －  227.94

自己資本比率（％） － －  30.0  37.7  32.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 4,298,246  2,756,482 － －  6,428,462

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,406,589  △1,147,727 － －  △2,700,707

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 73,086  2,398,891 － －  △1,773,345

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  12,198,796  15,196,110  11,188,462

従業員数（人） － －  2,841  2,942  2,918
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期連結会計期間の平均人員（８時間換算）を（ ）内に

外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期会計期間の平均人員（８時間換算）を（ ）内に外数

で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年10月31日現在

従業員数（人） 2,942  (1,128)

  平成22年10月31日現在

従業員数（人） 1,325  (693)
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 当第２四半期連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の販売の状況は以下のとお

りであります。 

  

(1）地域別販売実績 

 （注）１．医薬事業の売上高のうち、調剤薬局以外の売上高につきましては、都道府県の別「その他」に記載しており

ます。 

    ２．店舗数は、当第２四半期連結会計期間末における稼動店舗数を記載しております。 

３．その他の事業の売上高につきましては、総販売実績に対する割合が僅少であるため、地域別販売実績の表記

は省略しております。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 売上高（千円） 前年同四半期比（％）

医薬事業  27,410,360  104.0

物販事業  3,586,149  108.1

その他の事業  53,311  75.1

合計  31,049,822  104.4

  医薬事業 物販事業 

都道府県の別 店舗数 売上高（千円） 店舗数 売上高（千円） 

 北海道  67  4,447,735  24  1,615,468

 青森県  6  263,849            

 岩手県  8  526,396            

 宮城県  12  530,332  1  89,462

 秋田県  1  21,229            

 山形県  21  1,047,724            

 福島県  17  993,360            

 茨城県  47  2,565,838            

 栃木県   5  205,056  1  116,181

 群馬県  3  238,087            

 埼玉県  66  3,507,009  2  262,688

 千葉県   9  563,444            

 東京都  20  2,338,410  9  800,120

 神奈川県   11  998,793  1  39,705

 新潟県   29  2,405,035            

 富山県   6  268,593            

 石川県   5  276,855            

 福井県   2  70,929            

 長野県   6  464,109            

 岐阜県   3  163,945  5  178,431

 静岡県  8  556,492            

 愛知県   11  783,776  7  355,318

 滋賀県   3  115,393            

 京都府   16  1,452,467            

 大阪府   8  674,574            

 兵庫県   4  262,368  1  128,771

 奈良県  1  39,617            

 和歌山県   1  97,262            

 広島県   2  275,427            

 愛媛県   1  186,506            

 福岡県   2  168,644            

 宮崎県   2  44,641            

 沖縄県   1  294,991            

 その他  －  561,456            
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業等のリスクに重要な変更及び新たに生じたリスクはあり

ません。  

   

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は契約等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

（1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間（平成22年８月１日～平成22年10月31日）におけるわが国の経済は、企業収益の改

善、個人消費の持ち直し等、緩やかな改善がみられるものの、海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動な

ど、依然として懸念が残る状況で推移いたしました。 

 このような経済情勢のもと、当社グループは、調剤薬局及び都市型ドラッグストアの積極的な出店開発による事

業拡大とともに、総額47億円の公募及び第三者割当増資を実施するなど財務体質の強化に努めてまいりました。 

 また、当社グループの経営の透明性及び対外的な信用力を高めるため、平成22年９月28日付けで、格付けを新規

に取得（株式会社日本格付研究所 長期優先債務格付 BBB＋）いたしました。 

 当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高が310億４千９百万円（前年同期比4.4％増）、経常利益は18

億８千９百万円（同35.9％増）、四半期純利益は９億８千２百万円（同43.7％増）となり、いずれも順調に推移い

たしました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

（医薬事業） 

 医薬事業は、M&Aを含む調剤薬局の新規開発、ジェネリック医薬品の使用促進及び薬局運営の効率化を推進するこ

とにより、売上規模・収益性の拡大に努めております。 

 当初の出店計画に時期的な遅れが生じたものの、売上高については、本年４月の薬価及び調剤報酬改定の影響を

新規出店により補い、また、後発医薬品調剤体制加算等による技術料比率の変化及び薬局運営の効率化の実現が増

益の要因となりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は274億１千万円（前年同期比4.0％増）となり、セグメント利

益24億６千４百万円（前年同期経常利益比27.0％増）となりました。 

同期間の出店状況は、グループ全体で合計６店舗の出店を実施し、２店舗を閉店した結果、当社グループにおけ

る稼動調剤薬局総数は404店舗となりました。  

（物販事業） 

 物販事業は、主力の都市型ドラッグストア「アインズ＆トルペ」の開発を全国主要都市に推進するとともに、MD

の改善、販売管理費の抜本的見直しにより、販売力及び収益力強化に努めました。 

 また、株式会社セブン＆アイ・ホールディングスグループとの一部物流統合により、仕入価額の低減が実現する

など、既存店の業績は、売上高・利益水準とも、総じて前年同期間を上回る結果となりました。 

 当第２四半期連結会計期間の売上高は、35億８千６百万円（前年同期比8.1％増）、セグメント損失は８千２百万

円（前年同期経常損失は１億円）となりました。 

同期間の出店状況は、都市型ドラッグストア「アインズ＆トルペ」をJR東京駅構内「東京駅店」、東京都武蔵野市

JR吉祥寺駅前「コピス吉祥寺店」の２店舗を出店し、コスメティックショップ１店舗を閉店したことにより、ドラ

ッグストア店舗総数は51店舗となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業における売上高は５千３百万円、セグメント損失は２千１百万円となりました。 

(注) 第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号平成20年

３月21日）を適用しております。これによる事業区分へ与える影響はないため、前年同四半期比較を行っており

ます。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（2）財政状態に関する分析 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産の残高は、前連結会計年度末より61億６千２百万円増の720億６千１

百万円となりました。主な要因は、公募増資及び第三者割当増資に伴う現預金の増加のほか、たな卸資産、未収入

金の増加によるものであります。 

 負債の残高は、４億２千３百万円増の448億３千万円となりました。主な増加要因は、買掛金の増加によるもので

あり、有利子負債の残高は16億５千５百万円減少となる133億２千１百万円となりました。 

純資産の残高は、57億３千８百万円増の272億３千万円となりました。主な要因は、公募増資による資本金及び資

本準備金の各23億７千４百万円増加に加え、当第２四半期連結累計期間における純利益の反映によるものです。こ

の結果、自己資本比率は5.2ポイント改善となる37.7％となりました。 

（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四半期連結

会計期間末に比べ37億８千１百万円増の151億９千６百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益18億６千

１百万円、たな卸資産の減少額７億円を主な収入要因として、また、未収入金の増加額11億７千４百万円、仕入債

務の減少額12億２百万円を主な支出要因として、９億８百万円の収入（前年同期は９億６千６百万円の収入）とな

りました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形及び無形固定資産の取得による支出２億８千５百万円を主な要因と

して、３億７千万円の支出（前年同期は１億３千９百万円の支出）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の借入れと返済の差額が14億２千４百万円の返済となり、平

成22年９月の公募増資及び第三者割当増資に伴う株式の発行による収入47億２千万円を主な要因として、32億４千

３百万円の収入（前年同期は９億１千７百万円の収入）となりました。  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は

ありません。 

（5）研究開発活動 

  該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

① 重要な設備計画の変更 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。 

② 重要な設備計画の完了 

 前四半期連結会計期間末に計画中であった設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完了したものは、次

のとおりであります。 

 （注）金額には消費税等を含めておりません。 

  

第３【設備の状況】

セグメントの
名称 設備の内容 所在地 投資額（千円）

（うち敷金・保証金等） 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増
加能力 

着手 完了 

 医薬事業 調剤薬局  

関東地区 
 

 

13,595

(3,685)
自己資金 

平成22年 

４月 

平成22年 

７月 
２店舗 

中部地区 
 

 

43,300

(1,000)
同上 

平成22年 

４月  

平成22年 

８月 
１店舗 

北信越地区 
 

 

1,601

(300)
自己資金 

及び 

増資資金

平成22年 

５月  

平成22年 

９月 

１店舗 

関東地区 
 

 

47,632

(24,439)
１店舗 

北海道地区 
 

 

19,566

(1,783)
同上 

平成22年 

５月  

平成22年

10月  
１店舗 

 物販事業 ドラッグストア 関東地区 
 

 

153,464

(88,437)
同上 

平成22年 

５月  

平成22年

10月  
２店舗 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

   

    該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

 （注）１．有償一般募集 

発行価格     2,677円 

発行価額   2,566.60円 

資本組入額  1,283.30円 

２．有償第三者割当 

発行価格    2,677円 

資本組入額  1,338.50円 

割当先 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

発行価格   2,566.60円 

資本組入額  1,283.30円  

割当先    野村證券株式会社 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  44,000,000

計  44,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年10月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年12月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  15,944,106  15,944,106

東京証券取引所 

市場第一部 

札幌証券取引所  

単元株式数  

100株 

計  15,944,106  15,944,106 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年９月１日  

（注）１. 
 1,500,000  15,604,106  1,924,950  8,233,406  1,924,950  6,423,400

平成22年９月１日  

（注）２. 
 240,000  15,844,106  321,240  8,554,646  321,240  6,744,640

平成22年９月27日  

（注）３. 
 100,000  15,944,106  128,330  8,682,976  128,330  6,872,970
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 （注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、すべ

て信託業務に係る株式数であります。 

  

（６）【大株主の状況】

  平成22年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大谷 喜一 札幌市豊平区  1,654  10.37

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目4-2  1,240  7.77

株式会社セブン＆アイ・ホール
ディングス 

東京都千代田区二番町８番地8  1,240  7.77

今川 美明 茨城県つくば市  1,200  7.52

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A 
（東京都中央区月島４丁目16-13) 

 983  6.16

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目8-11  723  4.54

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目1  546  3.42

オーエム０４エスエスビークラ
イアントオムニバス 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店） 

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000 
AUSTRALIA 
（東京都中央区日本橋３丁目11-1） 

 384  2.41

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号  300  1.88

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

港区浜松町２丁目11番３号  290  1.82

計 ――――――  8,562  53.70
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

  退任役員  

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,934,000  159,340 － 

単元未満株式 普通株式  7,206 － － 

発行済株式総数  15,944,106 － － 

総株主の議決権 －  159,340 － 

  平成22年10月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アイン 

ファーマシーズ 

札幌市東区東苗穂

５条１丁目2-1 
 2,900  －  2,900  0.02

計 －  2,900  －  2,900  0.02

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
５月 

６月 ７月 ８月 ９月 10月

最高（円）  3,480  3,775  4,025  3,520  3,015  2,945

最低（円）  2,811  3,135  3,360  2,621  2,700  2,308

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役  会長  今川 美明 平成22年９月10日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年８月１日から平成21年10月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年５月１日から平成21年10月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年８月１日から平成22年10月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年５月１日から平

成22年10月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年８月１日から

平成21年10月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年８月１日から平成22年10月31日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年５月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年10月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,196,110 11,188,462

受取手形及び売掛金 8,532,954 9,269,803

商品 7,278,465 6,841,202

貯蔵品 106,113 96,821

繰延税金資産 738,617 723,032

短期貸付金 952,640 892,880

未収入金 3,701,471 1,404,247

その他 635,908 850,723

貸倒引当金 △31,105 △24,957

流動資産合計 37,111,175 31,242,215

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  6,220,518 ※1  5,993,445

土地 5,011,521 5,001,721

その他（純額） ※1  1,633,038 ※1  1,515,631

有形固定資産合計 12,865,078 12,510,799

無形固定資産   

のれん 11,742,052 12,154,420

その他 975,889 923,368

無形固定資産合計 12,717,941 13,077,789

投資その他の資産   

投資有価証券 2,842,169 2,802,672

繰延税金資産 1,159,126 995,611

敷金及び保証金 4,537,291 4,462,540

その他 1,008,361 1,013,395

貸倒引当金 △217,815 △220,215

投資その他の資産合計 9,329,134 9,054,003

固定資産合計 34,912,155 34,642,592

繰延資産   

株式交付費 38,423 14,042

繰延資産合計 38,423 14,042

資産合計 72,061,753 65,898,850
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年10月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年４月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 21,036,930 19,666,791

短期借入金 6,285,152 6,549,284

未払法人税等 1,710,343 1,709,338

預り金 3,309,727 3,036,027

賞与引当金 981,393 875,171

役員賞与引当金 11,545 21,072

ポイント引当金 315,346 297,728

その他 1,847,975 1,984,635

流動負債合計 35,498,413 34,140,049

固定負債   

長期借入金 7,036,094 8,427,212

退職給付引当金 1,118,442 1,017,997

その他 1,177,808 821,540

固定負債合計 9,332,345 10,266,750

負債合計 44,830,758 44,406,799

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,682,976 6,308,456

資本剰余金 7,872,970 5,498,450

利益剰余金 11,007,509 9,874,264

自己株式 △4,607 △4,445

株主資本合計 27,558,849 21,676,725

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △376,955 △231,603

評価・換算差額等合計 △376,955 △231,603

少数株主持分 49,101 46,929

純資産合計 27,230,994 21,492,051

負債純資産合計 72,061,753 65,898,850
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 59,740,895 61,840,968

売上原価 51,664,935 52,697,173

売上総利益 8,075,960 9,143,795

販売費及び一般管理費 ※  5,229,677 ※  5,725,810

営業利益 2,846,283 3,417,985

営業外収益   

受取利息 22,820 29,296

受取配当金 13,653 20,165

受取手数料 41,275 23,677

不動産賃貸料 31,923 43,162

業務受託料 21,287 42,771

その他 41,291 110,930

営業外収益合計 172,252 270,003

営業外費用   

支払利息 153,806 117,064

債権売却損 41,723 34,801

不動産賃貸費用 15,614 24,684

その他 44,795 41,555

営業外費用合計 255,940 218,106

経常利益 2,762,596 3,469,882

特別利益   

投資有価証券売却益 52,381 －

固定資産売却益 － 979

事業譲渡益 － 19,047

貸倒引当金戻入額 2,400 2,400

国庫補助金 － 38,648

その他 － 583

特別利益合計 54,781 61,659

特別損失   

固定資産除売却損 29,885 35,207

投資有価証券評価損 44,521 34,689

減損損失 54,910 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 160,596

その他 32,805 19,914

特別損失合計 162,123 250,407

税金等調整前四半期純利益 2,655,253 3,281,134

法人税等 1,302,851 1,581,670

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,699,463

少数株主利益 3,285 2,171

四半期純利益 1,349,117 1,697,291
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 29,737,930 31,049,822

売上原価 25,711,150 26,334,275

売上総利益 4,026,779 4,715,546

販売費及び一般管理費 ※  2,575,332 ※  2,860,763

営業利益 1,451,447 1,854,783

営業外収益   

受取利息 11,830 17,714

受取配当金 1,859 1,278

受取手数料 20,931 10,830

不動産賃貸料 16,936 19,839

業務受託料 267 33,255

その他 25,329 68,613

営業外収益合計 77,154 151,531

営業外費用   

支払利息 72,854 58,643

債権売却損 21,609 17,061

不動産賃貸費用 6,371 12,253

その他 36,779 28,534

営業外費用合計 137,613 116,492

経常利益 1,390,987 1,889,821

特別利益   

投資有価証券売却益 52,381 －

固定資産売却益 － 17

貸倒引当金戻入額 1,200 1,200

国庫補助金 － 7,452

その他 － 300

特別利益合計 53,581 8,969

特別損失   

固定資産除売却損 18,654 20,317

投資有価証券評価損 － 8,906

減損損失 54,910 －

その他 28,406 8,004

特別損失合計 101,972 37,228

税金等調整前四半期純利益 1,342,596 1,861,562

法人税等 656,994 879,063

少数株主損益調整前四半期純利益 － 982,499

少数株主利益 1,664 19

四半期純利益 683,937 982,480
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,655,253 3,281,134

減価償却費 562,226 680,813

減損損失 54,910 －

のれん償却額 433,303 440,940

事業譲渡損益（△は益） － △19,047

投資有価証券評価損益（△は益） 44,521 34,689

退職給付引当金の増減額（△は減少） 65,530 100,445

賞与引当金の増減額（△は減少） 123,710 106,221

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,309 △9,527

受取利息及び受取配当金 △36,474 △49,461

支払利息 153,806 117,064

固定資産除売却損益（△は益） 29,885 34,227

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 160,596

売上債権の増減額（△は増加） △768,735 736,849

たな卸資産の増減額（△は増加） △511,767 △463,854

未収入金の増減額（△は増加） － △2,267,194

仕入債務の増減額（△は減少） 979,887 1,370,139

その他 1,893,889 269,213

小計 5,667,639 4,523,249

利息及び配当金の受取額 34,771 48,629

利息の支払額 △154,218 △117,710

法人税等の支払額 △1,249,946 △1,697,685

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,298,246 2,756,482

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △653,639 △637,612

有形及び無形固定資産の売却による収入 3,674 4,039

投資有価証券の取得による支出 △389,783 △132,160

投資有価証券の売却による収入 67,544 －

関係会社株式の取得による支出 △270,000 －

事業譲渡による収入 － 16,005

貸付けによる支出 △560,000 △121,565

貸付金の回収による収入 226,458 8,000

その他 169,156 △284,434

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,406,589 △1,147,727
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年10月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,542,307 1,100,000

短期借入金の返済による支出 △2,632,317 △900,000

長期借入れによる収入 1,150,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △1,962,044 △1,955,250

社債の償還による支出 △56,000 －

株式の発行による収入 2,484,765 4,720,038

リース債務の返済による支出 △68,178 △101,682

自己株式の取得による支出 △378 △161

配当金の支払額 △384,941 △564,046

少数株主への配当金の支払額 △126 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー 73,086 2,398,891

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,964,743 4,007,647

現金及び現金同等物の期首残高 9,234,052 11,188,462

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  12,198,796 ※  15,196,110
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 (1) 資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は

それぞれ14,056千円減少し、税金等調整前四半期純利益は174,652千円

減少しております。 また、当会計基準等の適用開始による資産除去債

務の変動額は359,044千円であります。 

  (2) 企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等

に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20

年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

【表示方法の変更】

 当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金の増減額（△は増加）」は重要性の観点から、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することと

しました。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未

収入金の増減額（△は増加）」は1,236,235千円であります。 

 当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法  当連結会計年度の予算に基づく年間償却予定額を期間按分し、期中の取

得、売却又は除却の実績を調整する方法により算定しております。 

２．繰延税金資産の回収可能性の判断  繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められたた

め、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用しております。 

３．経過勘定項目の算定方法  合理的な算定方法による概算額で計上する方法により算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

金等調整前四半期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積もり、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年10月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年４月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

6,822,441 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

6,328,098

２ 偶発債務 

当社が賃借している店舗等の所有者に対して有する

敷金及び保証金等に対する返還請求権について債権譲

渡を行っております。 

当第２四半期連結会計期間末における当該譲渡契約

に伴う訴求義務は 千円であります。 1,914,804

２ 偶発債務 

当社が賃借している店舗等の所有者に対して有する

敷金及び保証金等に対する返還請求権について債権譲

渡を行っております。 

当連結会計年度末における当該譲渡契約に伴う訴求

義務は 千円であります。  1,957,039

３ 当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行

うため、取引銀行23行と当座貸越契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当第２四半期連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

３ 当社は、運転資金等の効率的かつ機動的な調達を行

うため、取引銀行23行と当座貸越契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 13,550,000千円 

借入実行残高 2,660,000  

借入未実行残高 10,890,000千円 

当座貸越極度額 13,500,000千円 

借入実行残高 2,460,000  

借入未実行残高 11,040,000千円 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年５月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 216,813千円 

役員報酬  196,797  

給与手当及び賞与  1,409,366  

法定福利及び厚生費 253,681  

通信交通費  203,074  

地代家賃  823,690  

減価償却費  143,524  

のれん償却額  390,616  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 264,448千円 

役員報酬  189,706  

給与手当及び賞与  1,485,070  

法定福利及び厚生費 290,999  

通信交通費  216,621  

地代家賃  985,165  

減価償却費  173,036  

のれん償却額  397,126  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 108,965千円 

役員報酬  98,562  

給与手当及び賞与  667,808  

法定福利及び厚生費 121,979  

通信交通費  89,368  

地代家賃  405,256  

減価償却費  74,992  

のれん償却額 195,308  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

広告宣伝費 141,490千円 

役員報酬  89,596  

給与手当及び賞与  730,376  

法定福利及び厚生費 146,336  

通信交通費  103,433  

地代家賃  493,891  

減価償却費  87,467  

のれん償却額 198,563  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年５月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年10月31日現在） （平成22年10月31日現在）

現金及び預金勘定 12,198,796千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
－  

現金及び現金同等物 12,198,796千円 

現金及び預金勘定 15,196,110千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
－  

現金及び現金同等物 15,196,110千円 
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年５月１日 至

平成22年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  15,944,106株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式  2,992株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

 該当事項はありません。 

５．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、自己資本の充実・財務基盤の強化とともに、新規出店に係る設備投資資金の調達を目的として、平

成22年８月17日の取締役会決議に基づき、当第２四半期連結会計期間に公募及び第三者割当による新株式発行

並びに当社株式の売出しを行いました。 

 これにより、資本金及び資本剰余金がそれぞれ2,374百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において

資本金が8,682百万円、資本剰余金が7,872百万円となっております。 

   

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年７月29日 

定時株主総会 
普通株式  564,046  40 平成22年４月30日 平成22年７月30日 利益剰余金 
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 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日） 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年10月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主な内容は、次のとおりであります。 

医薬事業………………調剤薬局の経営、フランチャイズ業、人材派遣・紹介業及びコンサルティング業、 

医薬品の販売、後発医薬品（ジェネリック医薬品）の販売 

物販事業………………医薬品、化粧品、家庭雑貨等の販売、フランチャイズ業、ショッピングセンター開設

に係るコンサルタント、薬局の経営 

その他の事業…………不動産賃貸業等 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日） 

 在外連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年10月31日） 

 在外連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日） 

 海外での売上高がないため該当事項はありません。 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年５月１日 至 平成21年10月31日） 

 海外での売上高がないため該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

    医薬事業 物販事業 その他の事業 計  消去又は全社   連結

    （千円） （千円） （千円） （千円）   （千円）   （千円）

売上高                  

(1）外部顧客に対する売上高 26,348,887   3,318,067   70,975    29,737,930    －   29,737,930

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 －   1,500   3,306    4,806    △4,806   －

計 26,348,887   3,319,567   74,282    29,742,737    △4,806   29,737,930

営業利益（又は営業損失（△）） 1,909,303   △122,329   △16,346    1,770,628    △319,181   1,451,447

                   

    医薬事業 物販事業 その他の事業 計  消去又は全社   連結

    （千円） （千円） （千円） （千円）   （千円）   （千円）

売上高                  

(1）外部顧客に対する売上高 52,891,322   6,711,249   138,323    59,740,895    －   59,740,895

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 －   3,000   6,613    9,613    △9,613   －

計 52,891,322   6,714,249   144,937    59,750,509    △9,613   59,740,895

営業利益（又は営業損失（△）） 3,682,825   △238,900   △35,385    3,408,539    △562,256   2,846,283

                   

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年10月31日）及び当第２四半期連結会計期

間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、調剤薬局、ジェネリック医薬品の販売、人材派遣・紹介業及びコンサルティング業等に

より構成される「医薬事業」、都市型、コスメ型、郊外型のドラッグストアの経営等により構成される「物

販事業」を軸とし、主に不動産賃貸事業を行う「その他の事業」の３種に区分し、各事業単位で事業戦略の

立案、検証を行っております。 

そのため、「医薬事業」、「物販事業」及び「その他の事業」の３種を報告セグメントとしております。

   

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

    当第２四半期連結累計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年10月31日） 

（単位：千円）

 （注）１．セグメント利益の調整額△871,904千円には、全社費用が708,780千円、報告セグメントに配賦不能の損益

（△は益）が97,594千円、セグメント間取引消去が65,529千円含まれております。 

      なお、全社費用は、主に親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

    当第２四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 

（単位：千円）

 （注）１．セグメント利益の調整額△470,215千円には、全社費用が380,442千円、報告セグメントに配賦不能の損益

（△は益）が54,361千円、セグメント間取引消去が35,412千円含まれております。 

      なお、全社費用は、主に親会社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

【セグメント情報】

   

報告セグメント
調整額 

（注）１  

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）２ 
医薬事業 物販事業 その他の事業 合計   

売上高             

外部顧客への売上高 54,409,063 7,315,727 116,178  61,840,968  － 61,840,968

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － 6,613  6,613  △6,613 －

計 54,409,063 7,315,727 122,792  61,847,582  △6,613 61,840,968

セグメント利益又は損失（△） 4,485,998 △108,402 △35,809  4,341,787  △871,904 3,469,882

   

報告セグメント
調整額 

（注）１  

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）２ 
医薬事業 物販事業 その他の事業 合計   

売上高             

外部顧客への売上高 27,410,360 3,586,149 53,311  31,049,822  － 31,049,822

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － 3,306  3,306  △3,306 －

計 27,410,360 3,586,149 56,618  31,053,129  △3,306 31,049,822

セグメント利益又は損失（△） 2,464,080 △82,604 △21,438  2,360,037  △470,215 1,889,821
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（追加情報）  

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年10月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成22年10月31日） 

 当社グループが所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要でないため、記載を省略しておりま

す。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成22年10月31日） 

 当社及び一部連結子会社において、ヘッジ会計が適用されている「金利スワップ取引」を行っているのみである

ため、記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年10月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１．当第２四半期連結累計期間において、潜在株式が存在していないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は記載しておりません。 

２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 （注）１．潜在株式が存在していないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は記載しておりません。 

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年10月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年４月30日） 

１株当たり純資産額 1,705.14円 １株当たり純資産額 1,520.81円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年５月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 101.01円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
100.88円

１株当たり四半期純利益金額 115.47円

   

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年５月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年10月31日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  1,349,117  1,697,291

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  1,349,117  1,697,291

期中平均株式数（株）  13,355,903  14,699,456

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  17,220  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 ――――――  ―――――― 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 49.41円 １株当たり四半期純利益金額 64.22円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年８月１日 
至 平成21年10月31日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  683,937  982,480

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  683,937  982,480

期中平均株式数（株）  13,843,194  15,297,781

24



 該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年12月15日

株式会社アインファーマシーズ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 後藤 道博  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 上林 三子雄 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 片岡 直彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイン

ファーマシーズの平成21年５月１日から平成22年４月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年８月

１日から平成21年10月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年10月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アインファーマシーズ及び連結子会社の平成21年10月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年12月15日

株式会社アインファーマシーズ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 後藤 道博  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 上林 三子雄 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 片岡 直彦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイン

ファーマシーズの平成22年５月１日から平成23年４月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年８月

１日から平成22年10月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年５月１日から平成22年10月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アインファーマシーズ及び連結子会社の平成22年10月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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